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１．はじめに

現代の世界には国家所有の情報のみでは対処で

きない脅威が数多く存在する。例えば、国際テロ

リズム、国際犯罪、世界規模の災害がそうであ

り、直近では、グローバル経済危機やサイバー・

スペースにおける情報危機などもある。しかし、

これまでのインテリジェンス研究は個別の国家イ

ンテリジェンスに関するものが主流であり、国際

協力や国際機構といった文脈におけるインテリ

ジェンス研究は多くはない（Dorn［２００３］；Wie-

bes［２００３］）。

本稿は欧州連合（EU）と国際連合を事例とし

て、国際機構とインテリジェンスの関係について

組織構造の視点から仮説設定を行い、検証を行

う。調査の結果、分析対象となった国際機構では

インテリジェンスに関する組織構造の発達が見ら

れたが、それは国家のインテリジェンス組織構造

とは異なるユニークな特徴を有していることが分

かった。論文の構成としては、まず先行研究レ

ビューと問題点の指摘を行い、次に分析手法・調

査対象・仮説を説明する。そして、調査結果を示

した後で、仮説検証を行う。

２．先行研究・問題意識

国際機構は１８世紀以降国際社会に誕生したが、

当初は通信・郵便・交通・技術などの国際事務を

扱う目的で設立されており、国益対立の場となり

うる安全保障・インテリジェンスに関する国際機

構の登場は２０世紀になってからのことであった。

それまでインテリジェンスの国際協力は、伝統

的に国益が合致する限りにおいて、２カ国または

数カ国間で非公式またはアドホックな形で行われ

てきた。例として、米英の「特別関係」、ドイツ・

イスラエルのインテリジェンス協力、欧州諸国間

における TREVIなどがある。伝統的な国家間イ

ンテリジェンス協力においては、軍事のように協
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力国同士の統合作戦が実施されることはなく、せ

いぜい両国のインテリジェンスの交換・提供や連

絡局の設置などがなされる程度であった

（Aldrich［２００４：７３３］；Grant［２００１］）。

だが、第二次世界大戦を境に、国際機構の安全

保障上の位置づけや、国家による国際機構に対す

る見方が変化したと指摘する研究者は少なくな

い。国連・EUなど現代の主要な国際機構は、国

家と別個の国際的行為主体・国際法主体としての

存在意義を見出されており、国際機構は国際問題

について国家に対し積極的に働きかける存在とと

なった（庄司［２００２：１５１－６３］）。

こうした国際機構の国際社会における役割・地

位の変化が指摘されているにもかかわらず、国際

協力や国際機構といった文脈におけるインテリ

ジェンス研究は依然として多くはない。これまで

一部の研究者によって EU・国連とインテリジェ

ンスに関する論文が発表されているが、多くが国

家との関係を中心として書かれており、内容も歴

史的記述や実務家の回想に留まっている（例えば

Ben de Jong et al．［２００３］；Dorn［２００３］；Wie-

bes［２００３］）。よって、国際機構とインテリジェ

ンスの関係についての理論化の試みは不十分であ

るといえよう。

このような先行研究の不備を補うため、本稿は

組織構造に注目して国際機構とインテリジェンス

の関係を考えてみたい。国際機構は国家間の国際

協力の一部ととらえることもできるが、組織であ

ることや国際機構の国際社会での役割・地位の変

化などを考えると、従来の国家間インテリジェン

ス協力とは異なる関係性が生まれていると推測さ

れる。本稿ではこうした関係性の特徴を分析し、

その発生メカニズムを考えてみたい。

３．分析方法・調査対象

３．１ インテリジェンスの定義

インテリジェンス（intelligence）の学術的定

義については、欧米の研究者の間でもコンセンサ

スがない。従って、インテリジェンスを学術研究

する際にはまずこの用語の定義付けの問題をクリ

アせねばならない。歴史家のカーン（David

Kahn）は、インテリジェンスが情報（informa-

tion）の一種に過ぎないと述べる。これに対し、

国家のインテリジェンス機関の実務家は、インテ

リジェンスを国家による意思決定に資する情報ま

たは情報処理のプロセスと定義する。彼らは情報

の内容を軍事・秘密情報に限定する傾向がある。

かつて CIAで歴史局副局長、国家インテリジェ

ンス長官（DNI）で歴史担当主任研究員を務めた

ウォーナー（Michael Warner）は、インテリジェ

ンスを「海外勢力を理解し、または、海外勢力に

影響を与える、国家の秘密活動」と定義し、イン

テリジェンスに情報以外の機能も含めようとする

（Warner［２００２］；Gill et al.［２００９］）。

ウィーヴス（Cees Wiebes）は、これらの見解

が国家のインテリジェンス（national intelli-

gence）に偏っていると非難する。彼は国際関

係・安全保障に関する情報の流れを理解するため

には、国家インテリジェンスの分析だけでは不十

分であると指摘する。彼はインテリジェンスを

「プレーヤーまたは意思決定者のために収集、組

織化、分析された情報」だとするシムズ（Jen-

nifer Sims）の定義を採用した（Wiebes［２００３：

１４－５］）。本稿も研究目的上、ウィーヴス・シム

ズによる広義のインテリジェンス定義を採用して

論を進めたい。つまり、以下に示すように、国際

機構が独自に収集・分析した情報も、国家が国際

機構に提供した情報も、本稿ではインテリジェン

スとなる。

３．２ 国際機構の定義

本稿で国際機構（international organization）

とは、「共通の目的達成のために、国際条約に基

づいて複数の国家により設立され、独自の主体性

が認められた、常設的な機構」のことである（横

田［２００２：３７］）。従って、上記のインテリジェン

スの定義のみに基づけば、NGOや多国籍企業な

どの情報や組織構造も研究対象となりうるが、本

稿では国際機構の定義を狭く採っているために、

これらは対象外となる。本稿は、現代の多様なグ

ローバル脅威に関する情報をカバーするためのイ
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ンテリジェンス組織構造を持つ、EU・国連を事

例とした１）。

３．３ 理論的枠組・仮説設定

先行文献における問題に取り組むため本稿は、

組織論における組織構造に関する分析手法を用い

る。組織構造は、組織活動の形態や方向性を少な

からず規定する。ジョイナー（Charles Joiner）

は国家の行政組織研究において、組織構造が組

織・アクター間の相互作用・力関係に影響を与え

ることで、公共政策形成のパターン・手段に関す

る選択肢を提供すると主張する。また、組織構造

の変更・調整は、組織内構成員の協力を引き出

し、他組織・アクター間の相互作用・力関係をコ

ントロールして、組織存続を図るためにも必要だ

という。ただし、組織構造の変化・調整は組織・

アクター間の緊張を完全に解消する訳ではなく、

新たな緊張発生の要因となるにすぎない（Joiner

［１９６１：１９０－５］）。ジョイナーはサイモン

（Herbert Simon）の著作を引用して、行政の組

織構造決定においては１．組織の任務（task）に

対する政治的支持、２．関係する他の行政組織の

理解・識別、３．主要任務実施のための組織構造

選択の適切性の３点が重要であるとしている

（Joiner［１９６１：１９０－２］）。

組織間の情報のやりとりに注目して組織構造を

説明する理論には、取引費用論（transaction cost

theory）や資源依存論（resource dependency

theory）がある。ここで資源とは有形物だけでな

く、情報・権利・権力などの無形物も含み、取引

とは組織間での財・サービス・資源のやりとりを

意味する。また、情報は取引上の不可逆性、外部

効果、不可分性を持ち、内容を法的に特定したり

などして排除可能性を人為的に作り出すことも難

しい資源である（野口［１９７５：４３－９］）。取引費

用論者は、情報の不確実性、資産の特定性、利己

主義などによって上昇する取引コストを組織は抑

えようとすると主張する。ジョーンズ（Gareth

Jones）はこの点を踏まえ、取引の不確実性と成

果の多義性が高い場合、組織は小規模化・専門化

され、組織の相互依存性も高まると述べている

（Jones［１９８７］）。

一方、資源依存論者は、組織が外部に資源を求

めることで生まれる力関係に注目する。この理論

に基づくと、組織は任務遂行や戦略的柔軟性を手

に入れるため、特的外部への資源依存を減らし、

十分な資源確保と好ましい業界構造・法制度・契

約・組織構造を求めるのである。組織構造と政治

との関係についてディールマンとボードウィン

（Marleen Dieleman and Jean J. Boddewyn）

は、組織構造が政治的影響力行使の緩衝材として

使われる可能性も指摘している。彼女らの研究に

よれば、途上国のように政治家の行動が法制度で

厳密に規制されていない市場・業界においては、

任務遂行とは別の組織構造を設けることで、組織

が政治的影響力を管理することが可能になるのだ

という（Dieleman and Boddewyn［２０１２］）。

過去と現在の組織の在り方の違いから組織構造

を考える研究もある。チャイルドとマクグラス

（John Child and Rita Gunther Mcgrath）は、

情報技術が格段に進歩した現代において組織に

は、生産手段の所有・管理よりも知識の創造を重

視するものがあるという。こうした組織の構造

は、任務ごとに生産手段を複数の組織・組織ユ

ニットで共有するため、ネットワーク型となる。

また、この種の組織の中心的課題は知識を生み出

す過程のマネジメントとなるため、個々の組織内

構造よりもネットワーク全体の情報機能の維持が

重要になるという（Child and McGrath［２００１］）。

これらの理論を前提に仮説構築を行う。インテ

リジェンス組織において取引や依存の対象となる

資源は、情報である。前述の情報の資源的特質に

鑑みれば、インテリジェンス組織は非常に資源依

存に敏感な組織だと言える。国際機構のインテリ

ジェンス組織は、任務遂行と同時に、優位な力関

係維持のため、できるだけ自前で、かつ少数の国

家主体に依存しない形で、情報を収集・分析する

組織構造を望むであろう。また、国際情勢は流動

的かつ不安定であるために国際機構のインテリ

ジェンス機関の業績評価は大変難しく、衛星や通

信傍受設備などの一部の情報収集資産も代替性が

低く、加盟国や職員を納得させるのが難しいた

平松・田代・柴田：国際機構とインテリジェンス ６３



め、取引費用が上昇するであろう。一方で、国際

機構に対して優位な力関係を保持したい国家主体

も他の資源以上に情報提供に慎重となるため、や

はり取引費用上昇要因となるだろう。従って、組

織構造の小型化・専門化が進むと予測される。

ただし、国際機構のインテリジェンス組織と国

家主体のインテリジェンス組織が取引費用や資源

確保よりも協働して知識創造することを重視する

ならば、ネットワーク型組織構造が生まれる可能

性もある。また、国際機構のインテリジェンス組

織が、任務達成よりも対立する加盟国の政治的影

響力緩和のために機能していることもあるかもし

れない。

３．４ 調査資料・データ

本稿は EUと国連の例を用いて前節の仮説を

検証する。事例選択の理由は、以下に見るように

国際機構の中でも両機構が安全保障・インテリ

ジェンスに関する組織化を行っているからであ

る。調査は公刊資料、研究論文、インターネット

資料などを利用して行い、EU・国際連合のイン

テリジェンス組織の任務、機能、構造、他組織・

国家主体との関係、人材、問題点などに注目し

て、データ整理を行った。ただし、地理的時間的

制約から調査は包括的なものではない。

４．調査結果：EU・国連のインテリジェン
ス組織構造

４．１ 欧州連合（European Union, EU）

EUは国家横断的な政策全てに対して政治的合

意がなされた国際機構である。そのため、NATO

のような純然たる軍事国際機構とは異なり、民事

と軍事の有機的連携による安全保障政立案が可能

な国際機構である。EUの共通外交・安全保障政

策（CFSP）は、NATOとの関係から当初軍事任

務が意識的に除外されていたが、１９９９年のアムス

テルダム条約以降、欧州安全保障・防衛政策

（ESDP）として人道・救難任務、平和維持任

務、危機管理における戦闘部隊派遣任務（平和創

造を含む）も含むようになった。また２００８年のソ

マリア沖での海賊対策開始以降、ESDPには海

上軍事作戦も含まれる。さらに、２００９年１２月のリ

スボン条約によって、共同武装解除任務・テロ戦

争における第三国支援と安全保障部門の改革支援

任務も ESDPに追加され、ESDPは最近になっ

て共通安全保障・防衛政策（CSDP）と改称され

た（Grevi and Keohane［２００９：７９，８４］；小林

［２００９：１６６－７３］）。

EUの安全保障政策立案に係る組織構造は以下

の通りである。２００３年のニース条約以降、CFSP

に関する常設組織が欧州評議会内に設置されてい

る。具体的には、各国大使レベルで戦略・政策に

関する意思決定を行う政治・安全保障委員会

（PSC）、軍事面で PSCを支援する EU軍事委員

会（EUMC）と EUMCの参謀たる EU軍事幕僚

部（EUMS）、そして文民面で PSCを支援する文

民活動計画・実施局（CPCC）である。２００４年に

は軍事能力整備のための欧州防衛装備庁（EDA）

も設立された。また、リスボン条約で外務・安全

保障政策担当 EU上級代表のポストとそのサ

ポート組織たる欧州対外行動局（EEAS）が創設

され、このポストが EUの対外政策の全般的調

整と CFSP問題に関して EUを代表する任務を

担っている（Grevi［２００９：６１］）。

EUの安全保障を情報面で支援するためのイン

テリジェンス政策（European common intelli-

gence policy, CIP）は、１９９０年代より模索されて

きた（Villadsen［２０００］）。EU加盟国が EU独自

のインテリジェンス能力保有を公式に要求したの

は、１９９８年１２月４日の仏サン・マロでの英仏共同

声明が最初であるとされる。ここで両国首脳は、

NATOが関与しない軍事作戦（後の ESDP）に

おいて戦略・政策立案を行うため、EU独自のイ

ンテリジェンス能力が必要であると述べた（At-

lantic Community［１９９８］）。

現在の EUでのインテリジェンス組織は、EU

衛星センターを除き、軍事、外交、司法といった

政策領域に沿って設立されている。スペインのト

レジョンにある EU衛星センターは、欧州評議

会の意思決定者たちに衛星画像情報を提供してい

る。ただし、この衛星センターは自前の衛星を所
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有・運用しておらず、情報は民間の商業衛星と

EU加盟国のフランスが中心となって共同開発し

た軍事衛星エリオス（Helios）２号機から提供さ

れている（Müllerr-Wille［２００４：２１－２］）。

EUMS内にはインテリジェンス部（INTDIV）

があり、ここが軍事インテリジェンスの分析また

は加盟国間の軍事情報共有の場となっている。

EUMSは加盟国の中将クラスの人材で占めら

れ、加盟国将校が２００人程度常駐している（An-

tunes［２００５］）。EUMSは EUMCの指揮命令を

受けるが、上述の上級代表直属の組織である

（Grevi［２００９：４０］）。INTDIVの軍事インテリ

ジェンスは戦略情報としてのみ期待されている。

作戦立案や実際の作戦実施におけるインテリジェ

ンスは、ベルリン・プラス合意に従い、原則とし

て NATO・加盟国の作戦本部に要請される２）。

INTDIVは NATO・加盟国の作戦本部を使用し

ない作戦の場合にのみ、臨時作戦本部として作戦

に関するインテリジェンスを提供する。なお、

２００３年にフランス、ドイツ、ベルギー、ルクセン

ブルグが EU作戦本部の設立を提案したことも

あったが、英国などの加盟国が NATO・自国の

作戦本部との機能重複や米国との関係悪化を懸念

して反対した（Grevi［２００９：４０－１］）。

外交インテリジェンス組織としては EEAS内

に統合状況センター（SITCEN）が存在する。

SITCENは INTDIV・欧州評議会事務局内の政

策立案・早期警戒課（PPEWU）からの派遣要員

と EU加盟国のインテリジェンス・アナリスト

で構成されている。SITCENは２０１２年、欧州委

員会の危機管理室を吸収した（Sherriff［２０１２］）。

SITCENは CFSP・CSDPに関係する日々の国

際情勢をフォローしており、加盟国提供のインテ

リジェンスだけでなく、加盟国の外交ケーブル情

報、メディア報道、現地報告書なども独自に収

集・分析している。ここのインテリジェンスは、

EEASだけでなく、欧州評議会構成組織（PSC、

EUMC・EUMS、PPEWU）にも配布される。

加盟国政府には PSCを通して情報が送られるこ

とになる。ところで、SITCENは欧州議会によ

る立法で設立されていない組織である。そのた

め、議会監査の及ばず透明性が低いと非難されて

いる。また、SITCENのインテリジェンスの一

部が非 EUメカニズムである上述のベルン・ク

ラブから来ているのではないかという疑惑もある

（van Buuren［２００９：１２］）。

EUでは CFSP・CSDP以外の政策分野におい

ても、インテリジェンス組織が設立されている。

司法インテリジェンス機能を担っているのが、欧

州刑事警察機構（Europol）と呼ばれる組織であ

る。Europolは CFSP・CSDPにおける文民支援

として EUが警察活動を実施する場合を除き、

主権国家たる加盟国の法執行権限を尊重し、犯罪

捜査などは原則として行わない（Müllerr-Wille

［２００４：２４－６］）。Europolは、加盟国の司法当

局が欧州での国際犯罪に関するインテリジェンス

を交換する場合に使用される。また、Europolは

犯罪情報に関する独自の分析業務も行っており、

２０１２年５月には最近の欧州でのサイバー犯罪増加

に対応するため、欧州サイバー犯罪情報センター

（European Cybercrime Centre, EC3）を設立し

た（European Commssion，［２０１２］）。米国での

９・１１事件や英西でのテロ事件を受け Europol

は、米国・EU間におけるテロ情報交換の中心に

もなっている（Aldrich［２００４：７３３］）。このほか

にも、医療・経済・学術調査研究などの政策分野

でもインテリジェンス組織が存在している３）。今

や EUが求めるインテリジェンスは安全保障の

枠を越えているが、EUには人道支援や大量破壊

兵器の監視に関連するインテリジェンスは不足し

ているようだ（Müllerr-Wille［２００４：３０－１］）。

以上が EUの安全保障政策・メカニズムとイ

ンテリジェンス組織の概要である。最近ではこう

した EUの安全保障・インテリジェンスにおけ

る組織的発達を見て、EU加盟国間で「欧州化

（Europeanization）」が進んでいると指摘する

研究者もいる（Müller［２０１１］）。確かに、EUは

歴史的に CFSPを任務・制度・組織の面から拡

大・強化させ、現在では加盟国も自国の対外政策

形成において EUという枠組みを積極的に活用

するようになった。インテリジェンスについて

も、欧州議会の政策イシューである４）。もっとも、
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「欧州化」の程度は EU加盟国によって異なる

ことに注意が必要である。オーストリア、フィン

ランド、アイルランド、スウェーデンといった中

立国は、自国の中立性を維持するため CFSPに

対し消極的である（Ferreira-Pereira and Groom

［２０１０：５９６－６１６］）。また、EUのインテリジェ

ンスについては、EU主要加盟国間でもて大きな

意見の隔たりがある。EUインテリジェンス強化

にもっとも熱心なのは、前述の衛星センターに衛

星を提供し、ハード面でも協力しているフランス

である。ドイツ、スペイン、ベルギー、ルクセン

ブルクも基本的に EUインテリジェンスの強化

を支持している（Villadsen［２０００］；Müller，

［２０１１：９－１０］）。これに対して、EU初期から

の加盟国であり、前述のサン・マロ宣言では

ESDPにおける EU独自のインテリジェンス強

化を訴えながらも、EUのインテリジェンスが全

体的に強化されることには強く反対しているのが

英国である（Baker［n.d.］）。英国はフランスや

ドイツなどと異なり、インテリジェンスにおいて

自国と EUとの間に「ファイアー・ウォール」

を設けている。英国は CFSP・CDSPへの貢献を

行うと公言しながらも、米国とのインテリジェン

ス「特別関係」の方を優先させている。このよう

に加盟国間には EUの安全保障政策・インテリ

ジェンスへの態度の相違が依然としてある

（Grant［２００１：２］）。

４．２ 国際連合（国連、UN）

国際連合は１９４５年１０月、前身たる国際連盟より

信頼できる集団安全保障システムを構築するた

め、国連憲章によって設立された。国連憲章は第

１条第１項で「国際の平和及び安全を維持」する

ことを国連の目標として掲げ、第２条第４項で武

力の行使による国際紛争の解決を原則として禁止

する。国連で国際の平和及び安全の維持に関する

主要な責務を負っているのは安全保障理事会（安

保理）である。安保理は平和に対する脅威、平和

の破壊、または侵略行為の存在の認定を行い、非

軍事または軍事的措置の決定を行うことができ

る。憲章では国連が軍事措置を採ると決めた場

合、安保理下に設置された軍事参謀委員会が軍事

計画を立案・実施・評価し、国連軍が武力を行使

することになっている。しかし、冷戦の勃発に伴

い安保理を構成する常任理事国の意見対立が頻発

したため、現在も軍事参謀委員会・国連軍は常設

されていない（広瀬［２００２：２４４－６］）。

そこで、国連総会は１９５０年に「平和のための結

集決議」を採択し、安保理が意見不一致のためそ

の責任を果たせない場合には、国連総会が必要と

思われる措置を加盟国に対して勧告するという、

国連憲章が想定していなかった安全保障システム

を提案した。１９５６年スエズ動乱の際には総会勧告

に基づき、敵対当事国の間に入り武力衝突の防

止・監視を行う国連緊急軍が派遣された。こうし

た国連加盟国の部隊は国連平和維持軍と呼ばれ、

国連平和維持軍による一連の活動は国連平和維持

活動（PKO）と呼ばれる（広瀬［２００２：２４９～５０］

；Shpiro［２００３：１０１］）。その PKOは冷戦後の国

際政治の変化に伴い機能拡大が行われた。ブート

ロス＝ガリ（Boutros Boutros-Ghali）国連事務

総長（当時）は１９９２年に発表した「平和のための

課題」と題された文書の中で、国連平和維持軍を

紛争予防目的で展開させるためには加盟国部隊の

派遣のみではなく軍事力行使も必要であるとの見

解を明らかにした。この見解は一部の PKOで実

際に採用された。そして現在の PKOは失敗国家

や内戦における秩序回復、人道支援、選挙監視、

国家建設まで実施しており、組織も軍事部門と民

生部門に分かれている。

国連の安全保障任務を支援するインテリジェン

ス組織は以下の通りである。「平和のための課

題」発表以後、国連は情報の体系的管理を行う組

織を模索し始める。１９９３年には２４時間体制で世界

の状況をモニターするため、常任理事国のインテ

リジェンス専門家２４人で構成される状況監視セン

ターが国連事務局内に設立された（Ramsbotham

［２００３：２８９］；van Kappen，［２００３：５］）。また

事務局内の人道問題調整局（OCHA）も９６年以

降、インターネットを活用して世界の人道問題を

監視する ReliefWebというシステムを起動させ

ている（Relief Web［２０１２b］）。
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国連のインテリジェンス組織のさらなる発達

は、２０００年のブラヒミ・レポート発表以後とな

る。報告書は国連平和活動に関するパネル議長の

ブラヒミ（Lakhdar Brahimi）が中心となって

作成したもので、PKOにおける情報の在り方な

どを議論している。報告書は、今後 PKOでは安

保理が「知りたい」情報を国連事務局が上げるの

ではなく、「知るべき」ことを情報としてあげる

べきであると主張。その上で、PKO局（DPKO）

と政治局（DPA）の共同管理を受けながら、情

報収集・分析専門局を創設することを事務局は求

めた（Panel on United Nations Peace Opera-

tions［２０００：ix］）。この提言を参考にアナン

（Kofi Annan）事務総長（当時）は、DPAの平

和と安全に関する執行委員会（ECPS）内に情

報・戦略分析事務局（EISAS）を設立。EISAS

は戦略分析課、平和建設課、情報管理課で構成さ

れ、平和・安全保障問題に関するデータの統合的

管理、国連内での情報の配布、政策分析、ECPS

への長期的戦略立案機能を担うこととなった

（Rudner［２００３：３７４］）。

以上が国連のインテリジェンス組織の概略であ

る。EUに比べると組織の種類も規模も限定的

で、問題も多く抱えている。問題としてはまず、

状況監視センターでは指揮命令系統・責任関係が

不明であり、現場の情報を扱わないため、PKOを

指揮する加盟国司令官からの不満が絶えない。特

に部隊保護のためのHUMINT、人道支援、経済

制裁、軍備管理といった活動に必要な SIGINT・

IMINTが不足している（van Kappen［２００３：５］

；Johnston［２００３：３２６］）。また、OCHA・Re-

liefWebでは情報提供者が国際機構・NGOに偏

り、情報内容も OCHAの関心事が中心となって

いる（Relief Web［２０１２a］）。EISASも DPA・

ECPSの一部門であり、安保理・国連他組織から

の情報要求に応えるのが難しいようだ。

こうした問題の背景はいくつか考えられる。ま

ず、軍事参謀委員会・国連軍が設立されておらず

安保理中心の指揮系統が未だ確立されていないこ

とがある。これは、組織のトップから適切かつ包

括的なインテリジェンスに関する指針・要求を出

せない状況が存在することを意味している

（Ramsbotham［２００３：２８８］；Boatner［２０００：

８８］）。次に、国連・加盟国が非公然活動によるイ

ンテリジェンスに消極的であることだ。国連職員

の中にはインテリジェンスにスパイや暗殺行為が

伴うという先入観を持ち、国連の中立的任務にイ

ンテリジェンスは不要であると考える者がいる。

実際、「インテリジェンス」という言葉の使用自

体が国連ではタブーとされ、実際はインテリジェ

ンス活動にも関わらず、価値中立的な「情報（in-

formation）」という言葉が国連で代用されてき

た（Eriksson［２００３：２３２］）。インテリジェンス

敬遠の傾向は、国連事務局・国連平和維持軍だけ

でなく、国連の他の文民専門機関にも見られる。

組織的には UNHCF，UNDP，UNICEFといっ

た開発・人道政策担当部門などである。よって国

連のインテリジェンスは非公然活動による情報の

収集を避け、もっぱら公開情報に依存するものと

なっている（Boatner［２０００：８８］；Shpiro［２００３：

１０４］）。

もっとも、国連が非公然情報を活用した例が無

い訳ではない。１９６０年代のコンゴでの PKO

（ONUC）と２００３年第二次イラク戦争前のイラ

ク大量破壊兵器調査活動（UNSCOM）において

は、国連が例外的に非公然活動によるインテリ

ジェンス収集組織を有していた。ONUCには内

部組織として軍事情報部（Military Information

Branch, MIB）が設立され、そこで無線通信傍受

や捕虜からの聞き取りなどが行われた５）。また、

UNSCOMで国連は米国、英国、イスラエルなど

から支援を受けながら、自前で通信傍受情報を入

手した（Eriksson［２００３：３０９］）。

このほか、国連ではインテリジェンスの政治化

も大きな問題となっている。PKOでは、活動対

象国と何らかの利害関係を持つ加盟国がインテリ

ジェンスの提供拒否、または部分消去（サニタイ

ズ）を行っているとされる。そうなると現地に派

遣された国連平和維持部隊（中小加盟国中心）の

司令官は、インテリジェンス不足を自国政府のイ

ンテリジェンスやマスメディアからの情報で補う

しかない。また、DPKOなどの文民職員はイン
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テリジェンス業務における加盟国軍人の影響力を

懸念して い る（Smith［２００３：２３２－３］；van

Kappen［２００３：３－６］）。１９９２年に設置された

国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC）の活動

で平和維持軍は、国連本部から地図さえ渡されな

いまま現地に派兵された。同時期に旧ユーゴに派

遣された国連保護軍（UNPROFOR）では現地司

令官が、同地域で活動していた NATO・国連両

加盟国からインテリジェンスを得ることができな

かった（Champagne［２００６：１５－６］；Smith

［２００３：２３３－４］；Wiebes［２００３］）。

２００９年７月に PKOの新たな課題について述べ

た国連報告書（通称 NEW HORIZON）は、ブラ

ヒミ・レポートを引用して情報管理システムの再

整備を求めている（United Nations Department

of Peacekeeping Operations and Department of

Field Support［２００９］）。現在の事務総長である

潘（潘基文）は、翌年６月の国連総会でもブラヒ

ミ・レポートが PKO史において「画期的出来事

（milestone）」であったと評価している。だが、

NEW HORIZONには文書中にインテリジェンス

という言葉が一度も使用されていない。総会では

ブラヒミ自身も、PKOにおけるインテリジェン

ス強化を再び主張している（United Nations De-

partment of Public Information［２０１０］）。この

ように国連のインテリジェンス組織は問題が多

く、試練は NEW HORIZON後も続いていると

思われる。

５．考察

分析結果を基に、以下３．３で設定した複数の仮

説を順番に検証する。

仮説１ 国際機構のインテリジェンス組織は、任

務遂行と同時に、優位な力関係維持のため、でき

るだけ自前で、かつ少数の国家主体に依存しない

形で、情報を収集・分析する組織構造を望むであ

ろう。

調査結果を見る限りでは、EU・国連のインテ

リジェンス組織は任務遂行のための十分な情報収

集・分析機能を自前で有するに至っていない。両

機構は情報源の多くを公開情報に依存しており、

人材も国際公務員だけでなく、加盟国政府の職

員・軍人に頼らざるを得ない状況となっている。

もっとも、国連の ONUCや UNSCOMのよう

に、アドホックな任務のため作られた組織におい

ては、国際機構も自前の情報収集・分析機能を一

時的に有することがあるようだ。

なお、ドーン（Walter Dorn）は現代的国際機

構は、透明性（transparency）、公平性（impar-

tiality）、法の支配（rule of law）といった原則

で運営されているため、スパイ活動・通信傍受・

信書開封などの活動は困難であろうと述べている

（Dorn［４１５，４２０］）。

仮説２ また、国際情勢は流動的かつ不安定であ

るために国際機構のインテリジェンス機関の業績

評価は大変難しく、衛星や通信傍受設備などの一

部の情報収集資産も代替性が低く、加盟国・職員

を納得させるのが難しいため、取引費用が上昇す

るであろう。

EU・国連のインテリジェンス機関の業績評価

については、残念ながら今回の調査資料だけでは

判断ができそうにない。インテリジェンス収集の

ための衛星・通信傍受設備といった資産取得につ

いては、EU・国連ともに所持した歴史がないた

め、両国際機構ともに取引費用を高く捉えている

のだと思われる。EU加盟国内ではインテリジェ

ンス資産の所持に関して、仏独などが前向きであ

るが、英国は大変慎重である。国連内部において

は「インテリジェンス」という言葉の使用さえ躊

躇されている状況であるので、衛星・通信傍受施

設の所有は今後も難しいのではなかろうか。

仮説３ 一方で、国際機構に対して優位な力関係

を保持したい国家主体も他の資源以上に情報提供

に慎重となるため、やはり取引費用上昇要因とな

るだろう。従って、組織構造の小型化・専門化が

進むと予測される。

今回の調査結果では一部の国家主体が EU・国

連への情報提供に慎重であることが分かった。

EUでは一部で非公式の情報共有メカニズムが依

然として利用されており、国連では情報のサニタ

イズが露骨に行われていた。ただし、両機構に対
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してインテリジェンス協力することに肯定的な国

家主体もいるようだ。また、EU・国連では国家

の中央インテリジェンス機関のようなものがな

く、政策分野ごとに専門のインテリジェンス機関

が存在している。この点、EUの方が国連より小

型化専門化の程度が激しく、非安全保障分野にま

でインテリジェンス機関が誕生している。

仮説４ ただし、国際機構のインテリジェンス機

関と国家主体のインテリジェンス組織が取引費用

や資源確保よりも協働して知識創造することを重

視しているならば、ネットワーク型組織構造が生

まれる可能性もある。

調査した限りでは、ネットワーク構造を持つイ

ンテリジェンス機関は EU・国連内には無く、国

家のようなインテリジェンス・コミュニティが存

在するわけでもない。逆に、インテリジェンス組

織間には相互連絡関係のない区画化現象（com-

partmentation）が起きている。EUMS・INT-

DIVと NATO・加盟国インテリジェンス機関と

の関係を知識創造目的であると断定するのは難し

い。OCHAの Relief Webも外部とのネットワー

ク構造を確立しているとは言えない。

仮説５ また、国際機構のインテリジェンス機関

が、任務達成よりも対立する加盟国の政治的影響

力緩和のために機能していることもあるかもしれ

ない。

国際機構のインテリジェンス機関の人材には多

くの加盟国職員・軍人がいることから、政治的影

響力の調整は考慮されているようだ。ただ、EU

は CSDP・ESDPなど、国連は PKOといった任

務達成のためにインテリジェンス機関を設立・運

営しているのも事実であり、これらの組織が政治

的影響力緩和を主眼としているとは言いきれな

い。

以上より、今回設定した仮説は、完全に棄却す

ることはできないが、精緻化が必要である。今回

の調査では EU・国連のインテリジェンス組織構

造の小型化・専門化において政策分野の違いが見

られた。今後はそうした組織構造的差異発生のメ

カニズムもカバーできる仮説を考えていく必要が

あるだろう。

６．おわりに

本稿は EU・国連を例に、国際機構とインテリ

ジェンスの関係性について組織構造の観点から分

析した。国際機構のインテリジェンス組織構造は

未発達の研究分野である。引き続き関連する資

料・データの収集を行い、仮説検証・理論精緻化

に努めたい。

１）なお、国際機構のインテリジェンス研究とし

ては、北大西洋条約機構（NATO）も興味深

い事例である。だが、NATOは軍事に特化

した国際機構であり、関連する資料も未だ入

手困難であるため、今回は事例研究の対象と

はしなかった。先行研究としては、Atkeson

（１９８４）などがある。

２）実際、２００３年６月のコンゴでの作戦（AR-

TEMIS）ではフランス・パリの作戦本部

が、同年３月のマケドニアや２００５年１２月のボ

スニアの作戦（CONCORDIA，ALTHEA）

ではベルギーの NATO本部（SHAPE）が、

作戦遂行上のインテリジェンス供給先となっ

た（Antunes［２００５］）。

３）詳しくは以下の資料などを参照。“New

medical intelligence system will help iden-

tify public health threats,” http : //europa.

eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference

=IP/07/1225&format=HTML&aged=0&lan-

guage=EN&guiLanguage=en, “Innovation

Union and Intelligence System,” http : //i3s.

ec.europa.eu/.

４）例えば、“ESDP operation in eastern Chad

and the north of the Central African Re-

public (debate) , ” http : / /www.europarl .

europa.eu/sides/getDoc.do?pubRef=−//EP//

TEXT+CRE+20070926+ITEM−011+DOC+

XML+V0//EN&language=EN.

５）もっとも、ハマーショルド（Dag Ham-

marskjold）国連事務総長（当時）は、この

時でさえ国連が「潔白（clean hands）」であ
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り続けるべきだと主張し続けた（Dorn and

Bell［１９９５：１１－３３］）。
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Abstract
This paper examines intelligence structures in international organizations by taking

examples of the European Union and the United States. The findings show that the

structures in the EU and UN intelligence organizations are highly small-scale, special-

ized and even compartmentalized along the lines of policy domains. Although this may be

able to be partly explained in terms of the transaction cost theory or the resource depend-

ency theory, more exhaustive discussion on theorizing the structural phenomena in the

EU and the UN intelligence organizations is still required.
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